
し 、 こ の金額を該当の都道府県の欄に記載してく だ

特別徴収義務者が申告納入した都道府県ごと に集計

該利子割額を特別徴収した法第７１条の１０に規定する

　 なお、 この明細書の「 提出用」 を機械で読み取り ますので、 数字を記入する際には、 記入例に従って

東京都、 埼玉県、 神奈川県に事務所を有し、 東京都と 埼玉県の金融機関から特別徴収された利子割額があ

4

つづける

すきまを開ける

指定の枠内にていねいに記入してく ださい。

　 単位区分に従って正確に記載してく ださ い。

記 載 の し か た

１５新 潟

注　 　 意

3210○良い例

×悪い例

はみだす

（ 記入例）
縦線１ 本

１４

１３

１２

１１

コ ー ド
都道府県

神奈川

東 京

千 葉

埼 玉

都道府県名 の有無
事務所

４ 　「 控除

３ 　 記載例

・

十億

５

百万 千

さ い。

１ 　「 ※処理事項」

２ 　 金額の単位区分（ けた）

２ 　 各欄の記載のしかた

　 のある欄

欄

１ 　 この明細書の用途等

98765 閉じる

く ずす かたむける

角をつく る上につきぬける

記載例を参照してく ださ い。

都道府県ごと に記載してく ださい。

特別徴収さ れた金融機関が所在する

記載する必要はあり ません。

留 意 事 項

３４６

５４ ２

円

　 この用紙は複写式と なっていますので、 黒のボールペンで強く 書いてく ださい。

　（ ３ ）　 こ の明細書は、 事務所又は事業所所在地の都道府県知事（ ２ 以上の都道府県に事務所又は事業所を

控除・ 充当・ 還付を受ける利子割額

控除・ 充当・ 還付を受ける利子割額は、

充当・ 還付を受け

　 る利子割額」

　 　 こ の明細書は、 法人が支払を受ける利子等について課さ れた利子割額がある場合において、 その（ １ ）

３ 　「 事務所の有無」
てく ださ い。

　 事務所又は事業所所在地の都道府県に○印を付し

る記載例

第 ９ 号 の ３ 様 式 　 記 載 の 手 引

利子割額を法第５３条第２６項の規定により 法人税割額から 控除しよ う と すると き 、 同条第３９項の規定に

よ り 充当しよ う と すると き又は同条第４０項の規定により 還付を受けよう と するときに記載し、 第６ 号

有する法人にあっては、 主たる事務所又は事業所所在地の都道府県知事） に１ 通を提出してく ださい。

第９ 号の２ 様式の「 計５ 」 の③の欄の金額を当

様式の申告書又は第１０号の３ 様式の更正請求書に添付してく ださい。

　 　 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、 この明細書を第６ 号様式の申告書又は第１０号の（ ２ ）

ださ い。

３ 様式の更正請求書に添付する場合にあっては、「 法人名」の欄には法人課税信託の名称を併記してく

１５０９０－２２８


